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I　　　 検　 討　　 項　 目
具　 体　 的　 措　 置，∵内・ ：容 実施スケジュール

1．住宅・郡市開発

C　現在各部道府県で行われている第2回の線引きの見直しについては、汁南的な市 昭和5 7 年9 月の線引き糾度の運用方針の改善に係る通運に轟つ牢、昭和5．8 年度 昭和6 0 年中に．第2回の輸引

桁化促進の観点．から 、ヾ人口、市研地策僻の動向に即して、適切に行い、その早馬完 より倉印において実施されてい～塀 2同日の線引きの見率Lでは、昭舶 0 環9 月30 き見直しの宰隅完了について通達
で指導するとともに、引き続き曲
別に指導する．

昭和6 0 年中に．保留闊除の誰

了を回る。

〇　 今回新たに設定された保留人口フレーム （将来人口の一郡を市街化調整屑域に予

日現在、3 3 邸道府県がその手続朝亨っており、1 6 4 部市計画区域に釦 1て見直し

が完了したところである．

珪謳省においては、他の都市計画区域についても鵬 椿の毘斎Lを推進する旨、引

き続き地方公共団体を指導することとしている．

紹和5 8 年度より全国に軌 、て実樋されている第2回臼の線引きの見画しに．おいて

宣する別便）の活用等C より、土斬 り用の動向に即して、線引き糾度の微動的な遅 は、大半の節市計画区域において保留人口フレームの設定引ラブている． 進について、通運で持導するとと
もに、引き抜き個別に指導する．

昭和6 0 年7 月1 0 日付けで、

用を開る．

〇　利別巳的髭区域において、地域の実情に応じ、計両的な優良開発を推進するため

遽設省においては、今後見直しが予定される郡市計画区域については保留人口フレ

ームの設定を行うよう、また保留人口フレームを存する都市計画区域については、擁 ．
動的に利別ヒ区域への編入を行うよう、引き抜き地方公共団体を指導することとして －

いる．

規模要件引下げ未実施の地方公共団体堪対して通達を行い、鱒意指導を行う．．．

土地所有書の根強い土地保存意向を配慮しつつ、土地の有効利用を促進するために

の開発許可の規模要件の引下げについては、引下げ来実俺の地方公共団体に対し二

輪極的な指導を行う．

〇　鋲しい土地有肋利用の方策としての土地侶託については、各棟事業に開する助成

素案俺の地方公共成体に対して、
引下げに係る郡市糾畜法俺．行令第
3 1 条ただし雇に毒づく一規則糾定
を早期に検対するよう退避したと．
こうであり．今快とも引き続き持
場を行う．

昭和6 1 年度．
措置等の適用的係を卯に するなど、活用のための条件を勲僻する． ●は、土地を実質的に手放1 ことなく有賀桝胴 の促進が可能となる土地信託方式を執権

的に活用して惨く必貫がある．このため、土地信託方式に関する法令等の適用関脇を

明相にするなど活用のための条件の檻偏を囲っていく．
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由　　　 国　　　 項　　　 目 貝　 休　 的　 柑　 畳　 内　 容 実 施 ス ケ ジ ュ ー ル

C 用途地域 の指定 にうい ては 、土 地 糾用の 変 化等に応 じて、的曙 な見直 しを行 う． 日 ）市 輯地環 境及び 郡市綴 能上合理 的かつ 望ま しい 土地 利用 を実現 する ため決定 さ 昭和 6 0 年中 に ．用途 地域 に閣

靖に、第一 陣住 居耶 川 洞 に つい ては、大 柿市 の中心部等の住宅 地 を良好 な中高層 れる用 途地 域につ いては 、その 見直 しを行う に当た って 、ます 郡 市の土 地利用 に隅 す する都 市計西 の見 直 しについ て過
連で指導 する と ともに 、引き抜 き

住宅に向け て態僻 してい く頂点か ら ．只 に低層 It 宅 としての 良好な居 住環 境の 拙 寺 る方 針 ・計画を 明 らか にする必 要があ り、 この ため現 在線 引 きの見正 し とあわ せて市 個別 に指導 する ．

菜摘 代行名曲 宵 割腹 の格闘 につ

のため必要な場 合 を臓 き 、第 二櫻住居 専用 地域 に指定替えを行 うこ と、土地 利用 の 附 ヒ区 域の r磐偏 ・開発及 び保全 の方針 j を見古 して いる とこ ろで あ る。特 に大郡市

酎 ヒに撰動的 に羽応 した スポッ ト的 な用途 地l戒の 堅更引 i うこ とな どにつ いて 、地 につい ては 部市再 開発方 針を策定 する こと としてお り　 顕正 対 象都市 2 2 抑 制 、こ

万公共 団体を指導 す る。

C　 組 合土 地区画 膣理事臭 の一 括代行方 式につ いて は、住宅金融公庫 等 の業跨代 行者

の う ち9 初 市 が熊定 を了 している 。また横 浜市 、名 古剛 博 では用 途地 域の見 正 しを

行 ？て いる・． （昭和 6 0 年 9 月兼現 在 ）

（2 ）この胤 土地区画 整理 事案 ・市街地 再開発等 菜等の 部市 の土地 利用 に関 する計

画方 針 に適合 した面的 整備 毒業をIi う区 域につい ては 、比較 的小 網快の 塘台 におい て

も稽 葉上 の要 請に対処 し うるよう適宜 用途 地域の見 直 しを行 って きてい る． なお架京

郡 の環 七以内 の第一 桂住居 専用地 域の見直 しについ て は、 この うち必要 な ものに関 し

て地 区計 画事 によ り覿 偏の方 向を明 らか にした上で 第二 樋住居 専用 地域 に変更 してい

くこ とを現 在那にお いて検 掴 している．

（3 ）今 後 とも、用途 地域 の指定 の見直 しについ ては 、郡市 の人 口 ・産業 ・土 地杓用

の射 ヒ動向 を勘案 し、 また、都市 整備 の 自腹 に印 して 撒動的 に 行う よう 、他 方公 共団

体 を指導 する 。

住 宅金融 公庫 の菜挟 代行毒 駿河制度 は昭和 6 0 年 4 月 2 7 日公椒 酎 亨の 住宅金融 公

敵 剛 腹 の商用 を因 る とともに 、契 約内容の 標 準化を進める など、そ の普及 を推進 庫法 の改 正に 伴い鱒昭 され たものであ るが 、同制度 の絹 幅的 な活用 の ためその 周知職 い ては、今峻 随時 その活 用に 必 要

な指導 を行 う
する． 底につ い て住宅金 融公庫 を指導 してい く． ●

1 契約内容 の槙 埠化 について は 、
契 約内容 の棟 埠化 につ い ては、一括 代行方式 によ 重 唱合の土 地区画 整 理組合 及び業

請代 行者間 の契約 に開 して必要 不可欠な 事項 を綱 任 した モデ ル契 約 を作成 し、かつ 当

昭 和 6 0 年 度中 にモデ ル契約 等 を
作 成 し、土地区 南整 理鴫 台、業 掩 ．
代 行を希 望する 民間事業 毛等 の 要

該契 約に おける 留意事項 等を とり まとめ、 これらを碁 に一 括代 行方式 の 曽及を促 進す

る．

望に応 じ無料 として提供 でき る よ
うに準 嘱する ．
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貝　休　的　描　躍　内　容

〇　宅地騙只指導要綱及びいわゆるマンション指導琵綱については、「宅地開発等指

軋郡抑こ関する柑露方針二の坤持が徹底されるよう、那迫肘県を通じ阿別指導を純

化1るとともに、関係省庁が相互に協力して、その実悪を把椙し、適切な指導を行

う。

〇　良好な都市拐屈の形成に管するプロジェクトについては、特定損臥総舎那†の

郁境を捌け刑に活用し、個別的な有縞串の乱増しを伍掩的に行う。

師、いわゆる空中権については、当乱持定伍剛唖及び一耶也の建語物に対

する建薫墜堰は上の硝例桝度の塙用により、その活用を推進する。

C　中水道、地域冷暖房を蓋芸語する建策物について．一定の範囲内で寄稿串の緩和を

行うよう将肩する。

○　多はな等他宗篭に的相に対応しつつ．公的宅地描只事菓地の雨脚ヒ促進を因るた

めの方請について．民間住宅分澹事業竜による住宅供給方式を活用するとともに．

名標桑拝施設の遥∽な配醇か行いうるよう別席等の改鋳を国る。

実施スケジュール

宅地開発指導要欄及びいわゆるマンション指導要綱について．「宅地開発等指導要

綱に関する措置朋Lの哩盲を敵凪するとともに、引き続き、行き過ぎの是正につい

て．訪道府県を通じて指導する。

（1）特定伍区制臆についてはその一頃の鵡川を図るため昭和59句．6月に同制度の

運用改善を行い、・容綿串割増の対象の拡大及び積数の特定伍区相互の等縞移転を可能

とした．今後とも、この逆用改護の坤旨に泊っ’た特定街区の弾力的な活用について地

方公共団体を指導する．

（2）良好な黙阿礪場の形成に訂するプロジェクトについては、総合設計の制度を弾

力的に苗用し、級別的な答抽率の割増を縞帳的忙行うよう指導する．

・また一田地の建顆物に対する特例糾度については、昭和60年2月に通達したとこ

ろであり、今頓ともその活用を推進していくよう指導する．

中水遺、地域冷畷屈辱の鋸食を；娼する墟先物について、一定の範島内で有機率の

緩和を行う建貞基準法第52条第4項第1弓に皇つく許可についての技術的緋を明

らかにする．

（1）公的宅地開発事業地に捌、て違成されな宅地に民間住宅法設事業者が良只な住

宅を建設して仇給する共周分謂方鼠晴定立濱方式等を織暢的に措用するよう公

的宅地用発事案等を指導する．

（2）地域整備上の空紅印して傘的等量訂発事業地に各様業務雄眉の適切年配辞が

行いうるよう新住宅市街地闊只事実説度の改善を回る．

昭和60年度中に通運で指導す
るとともに．随喝都道肘県を通じ
て個別指導等をI．iう．

昭和60年巾に通達で指導する
とともに．引き続き個別に指導す
る．

昭和60年中に遥遠予定．

川については．今後随時その
活用に必要な指導を行う．

（21については．昭和61年度
を目途に必要な割度改善を行う．

幽戯曲鎚幽仙録録恋醜　　　　脇感融恋血恕恕加地幽ih趨鰯最盛血姐血感触融

開翻欄間聯開脚

血舶血血止由船舶ぬ曽惑適地戯曲

欄間
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検　　　 村　　　 項　　　 目
貝　 体　 的　 柑　 誼　 内　 容

1 ．昭和5 7 年7 月1 6 日付けの開発許可に関する薯筏の迅速な地理についての局長

通達の内容の周知徹底を回る．

・2．掟出国面、蓄積の標瑚ヒ、簡素化等について検討する．
3 ．事務地理に関する倍率的マニュアルの筒定について検討する．

農地転用の許可如方の迅速化、簡靴 については次のようなは誼を取ることを考え

ている．

①　 事前審査における条件付内示の実施

事前寧査においては、農用地区域からの除外等農地法以外の法剛腹との調畦が回ら

れれば許可が可能である場合には、この昏条件を明示して内示を行う善事預地理の改

善卑行う．

◎　 事環地理体利の合理化

農業委員会の悶鍍日を周知故丘し、申請者の利便に賀するようにするとともに．、申

鵠件数の多寡に応じ農業委員会を弾力的に開催すること等により、合理的な網局内に ．

事務地理を樵えるようにその改善を回る．また、罠業委員会授精において監地転用許

可基準上の農地区分を明示した地良を作成し、．転用事業者の糾用の便に供するととも

に、事務の迅速化に賀するようドする．

⑳　 添付書類の簡素化

転用事業者が、許可申謁をするに隠し、紗道府政が露地法施行規則及び転用事精地

理要領 （通運）に定めて9 るヽ轟付奄類以上のものを要求するのは、事案の適正な地理・

を図る上で特に必要と認められる埋合に限定することとし了過分な虚無を提出させる

ことのないよう事精の簡素化を国皐ための指導を行う．

実施スケジ ュール ．

昭和6 1 年以降逐次．

1について、6 0 年度中に過道
する．2 、3 について、随時行う・

昭和6 0 年中に過逓する・

C 既成市輯地の高度利円が必要地 区について、その地店内で民間等が行う饅良年

都市再開発事菜が促進されるよう・必電な措定を検村1 る・

○ 隅 許可については串措著に無用の負担を讃すことのないよう、開脚 司覇掛こ

っ（、て、適切な厭年的脚 期間の設定を推進すること・摘 協掴 了後の本申請に

．っいての市町村且由手放の迅靴 等を行うこと、提出露頴の簡素化を進めることな

ど．手続の愉靴 、迅靴 の指霞を璃する・

○ 棚 化調整区域零における農地転用許可については・提由手続を含め全休として

の有副 瑚 串化、提出霹鴇の脱 化など、手続の簡靴 ・迅速化の摘記を項するe



廠　　　 村　　　 項　　　 目 具　 体　 的　 相　 好　 内’ 容 実施スケジュール、

〇 四の権限とさ隼ている保安林解除の手続については、開発許可手続との並行化を 保安林の解除事柄の迅速化、筒刺ヒについては、次のような総理をとることを考え 昭和6 0 年中に省令改正等によ

進めることなどにより、経由既成にあける調査の効率化、国の審査の改善など、手 ている． り実施．

抗の迅射ヒを推進し、開発許可怪の保安林解除手続悶周の短縮を回る。

＿ノ

①　 他法令の許認可等との併行審査の実施

都道府県から四への進達は、．これまで他法令による許認可等のなされることが栂実

となった段筒で行うこととしてきたが、卑怯は、他法令による許認可等のなされる見

込みがあるかどうかにかかわらす都道肘県に掛ナる現地調査等の総菜が取りまとめう．

れ次第速やかに行うものとし、現像機閑と常時緊密な迎塙をとりつつ、他法令の許毘

可等と併行的に琴査を行うよう努める．

②　 事前相調等の実施

砂迫胴郡ま、保安林の所有毒害から保安林の他用途への転用にうI、て、事前に相談

等があうた場合には、保安林の解除要件に照らしての問題点、保安林解除の手続き、

解除申請毒の添付鶴規等の作成要韻、その他必要な事項の指示等遇切な助言等を行い、

適正な申璃書の提出が行われるよう指導する．

③　 添付鶴頬等の恒如ヒ

転用の日的、態様等からみて、保安林の．指定日的の速成に及ぼす支障が少ないと認

められるものについては、解除申岳塞菰付合顆等の簡馴 ヒを困る．

胞幽脇幽嘘由幽幽幽幽恕録泡盛胞細胞血血血，．融胤。
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検　　　　 討　　　　 項　　　　 目 ・ 具　 体 ．的　 柑　 匿　 内　 容 実 施 ス ケ ジ ュ ー ル

○ 宅地開発等に当たっての埋蔵文化財の調査については・鋼査体刑を整備するとと 埋蔵文化財調査の迅速化を図るための措虞 川 の①及び②已ついては、昭

もに、埋蔵文化財包蔵地を周知徹底し、事前臨欄 ・調査期間短縮のため・事精地理 日 ）甘査体軌の整甫 和 6 0 年 度実施しており昭和 6 1

年 度も実施する．
及び講査害の墨虚をより明晰 ヒし、地方公共団体への徹底を回るなど、文化財保讃 ①　 埋蔵文化財調査センターの整備のため所要の絵霞を隅する．． （り の①及び（2）については、

と郡市整節の推進 との円滑、迅速な調整のための異体的措置を隅する．

O　 は簗柁認事査については、法定期間を遵守するため、塵規不偏等の不適合通知の

② ．甘査員の資質の向上のために研修を充実する． ．

⑳　 開発の進捗状況に即応 した守門職員の効率的な広域活用の検村を行い、指導等

昭和 6 0 年度検討し、昭和 6 1 年

度以降実施する．
（3I については通運を昭和 6 0

に努める．

（2 〉闊発 と文化財の取扱いについての調整、調査等に関する事拐地理等の標準の作

成について検村を行い、作成接指導等に努める．

（3 ）地方公共団体等へ埋蔵文化財包蔵地の周知散在、手続及び調査の迅速化等につ

いて道連等により指導徹底を図るこ

建築碓巳申訳色の記載に不備を発見した場合等において、引き続き珪築基準法第 6

年 中に実施する．

昭和 6 0 年 度中に、通遅をもっ

高札 栂認時の等査対象法令 ・事項の明舶 ヒなど、富査手続の効率化、迅速化の指 桑 4 項 に基づく不適合通知を活用することにより事樗払理の効率化を回る． て指導する予定．

l

鼠を供する．また、総合設計等建築基準法上の特例許可についても、手続迅速化の また、消防法等の建築基準法以外の法令も膳 鞍記審査の対象となるが、事精処理

ための持且を隅する．

I

の効率化 †迅速化を図るため、審査対象法令及び事項の明即 巳について．、検討を続け

ているところであり、早急に検討結果を取りまとめ、特定行政庁を指導する．

総合設計等の特例許可の手続きについては、今後とも手抜きの迅速化を因るよう指

導する。



！　　 ‘抜　 目　 項　 目
具　 体　 的　 柑　 旺　 内　 容 実施スケジュール

2．設備拉質、研究閑矧旦質

〇　冨気事業者が今後必要とする設鶴拉賓賃金を円滑に調達するために、電気事業名 卿ラ社情特例法は、昭和6 1 年3 月来日で失効することとなる樫、一般電気事業会 ．今次臨時囁会に、改正法仕票を

の杜惧尉i限度に係る法的措置を縞する。

C　等軍通信事菜については、ポケットベル・サ「ビス、自動車電話等の分野への新．

社については、今後の設備握賓計画からみて、用法失効竣経過指扇のみでは社偏によ

る必要な資金調達に支障をきたし、また経過措置に従って発行倍率を1 0 年練に2倍

に戻すことは因刑である。従って、一般電気事業会社の円滑な幣命調達に資するため

1別i法を改正する必要がある。

このため、今接の設備投資塵、必要賓金屋、資金調達等を勒姦し．．桐限の延長及び

倍率の拡大を行うため、所要の法的憎定を璃する。

現在電気通信技術譲騒会に陪個し、検lは れているところであり、その答申を持っ

提出する予定J

答申（昭和6 1 年4 月予定）使、．

規参入を英司的に可能とするため、引き統引封書穆準の改定等を行う。

〇 掛亨等の店舗細評等に係る規籾については、一肩の弾力化を図る．

て措置することとしている．

金融協調店純の取扱いについては、2年糾こ店隠遁逆を托出しており、その中尉年

ガット過帽及び電波監理霜議会の
絨決 （それぞれ層小職3 ．5 カ月
及び2カ月の餌闇を要する．）を
軽て省令寧正を行い康行する．

昭柚6 1 年以臥 左記の機会に

○　 証等会社の酎那旦帯軍に係る伽 については、「層の弾力化を図る．

にも見直しを行っている．

t最近では昭和6 0 年4 月1 2 日に6 0 ・6 1 年度に係る店舗通運を先出し、一層の
鯛刷緩和を囲っている．

今後とも当該地域の通鏑供給等への影罷、利用巷利便及び金融効率化等を考慮の上、

上記の隙会に一層の弾力化について検対する．

証券会社の店舗については、2年由に店舗通運を詳出しており、その中間年にも見

逐次、通運の発出等により対応す ．
る．

昭和6 1 年以降、左記の機会に

直しを行っている．

最糎においてl坤 和6 0 年3 月1 2 日、6 0 ・6 1 年度店純に関する通達の発出に

綴して弾力化を図？たところである．

・今後とも、当該地域の投資家の賀金環用、・企業の資金調逓等への彫甘、証券取引の

・駒串性及び利用者印便等を考慮し、上記の練会に一雨の弾力化について検討する．

逐次、通運の発出等により対応す
る．

船混船舶搬迂曲淵紺地劫血幽感録由幽感幽感幽幽
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検　　　　 討　　　　 項　　　 目 貝　 休　 的　 柑　 定　 内　 容 実施スケジュール ．

0　便験会社の不動塵取博に係る規別については、保験会社による不動産投資の多様 現在投資用不動産については、損保業界と当局との台急により、賃貸事筏所等に用 左記金魚を鼠止する．
昭和6 0 年1 0 月2 別冊瞳 ．

昭和6 0 年中に通達を改正する．

川 については．昭和6 0 年中

化、効率化を回る硯点から、用途別隈の雄和等の措置を隣する．

l

0 ．地方の航空需要の変化に対応した地域航空輸送（いわゆるコミi 一夕餌空）を栂

遠が別擬されているが、この瑚限を綴止する．

不定隅航空運法事華として行うコミューター・サービスに使用する小型航空機につ

立するため、使用する小型航空機の範蹄を拡大するなど同分野への参入の円滑化を いては、現なのところ最大離陸垂軋5 ．7 トン以下としているが、この範職を拡大す

図る．

○　ヘリコプターめ利用を促進するための措置をとる．

○　只免許人屈通信の原則禁止をぜ細する．

0　主要良作物騒子の生産、詑遇分野への民間事業等の舎人が可能となる騰刷を鋸偏

る．

l日 ）諸外国における基準等も調査し．安全面に十分配率のうえ．胡限表面等に係わ

る基準の緩和等ヘリポートの毀象基準を見毒す．また．填外地着陸場の許可基準

についても同様の見直しを行う．

（2 日摘塙及び近畿由において関係地方公共団体の意向を監しつつ．へ軸 －ト増

設の可能性について検国する．

（3 ）癒閑古計の削減等場外鵬着陸場の許可手抜の簡蕪化を図る．

無線通信利用の燐瑚雄和の見地から、貝免許人間過信の規制の観相について現在そ

に省令改正及び通運により実施．

t31 については．昭和6 0 年度
中に通達により実施．

昭和6 0 年中を目途に通運によ

の取払いを検村中である．

行革審箪申の各指痛事項を地まえつつ、具体的総社内容を検討中である．

り文鳥．

昭和6 1 年を目途に法律等によ

するため、民間事業者が舎人するに当たっての手扶規定、舎人事熟考に対する指導

監督規定等の整備零について検討を行い、鴇脱の準備調整を進める．

り東鹿．
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検　　　　討　　　　項　　　　目　　　　　　　　　　l　　　　　　　　　具　体　的　川　匿　内　容 英雄スケジュール

○　路線トラック運送事業の荷政所のうち、宅配便のいわゆる取次店の新設及び廃止

に係る名称及び位霞の盟可を届出とする．

○　百貨店等に宅配便の専門名称を使用できるようにすることにより、そのセールス

機能を酎ヒする．

〇　線準色厚寄託的絨糾度を導入し、トランクルームサービスの標準的軟を軌定、公

示する．

0　－船旅富定網航路事果、自動串抗送貨物定期航路事業及び旅客不定期航路事業に

ついて、営巣割引の運用を弾力化する．

宅配便のいわゆる取次店の新設及び凰止に綴る名称及び位雷について、事業計西の

変更ユ可を変更の届出で足りることとする．

百貨店等貨物の集荷力を有する事業者が宅配便の専門名称を使用できるようにする

ことにより、これらの事業者に宅配便鋳物の集荷に対するインセンティアを与え、そ

のセールス機能の酬ヒを回る．

現在、トランクルームサービスには、事業者闇取引を念頂においたモデル的歓が用

いられているが、消費者保雄の観点からこの約款の免古Lを行う一方、標準色厚寄託

杓歓蜘度を導入し、その普及を因る．

利用者の運賃負担を軽減するとともに、その需要喚起効果により事業者の収益の増

大を因ることを目的として、一般旅客定期航路事業、自動串抗議鋳物定期航路事業及

び旅客不定銅坑鴇事業についての旅客運賃及び自動車航送運賃に偽る営業割引につい

て、運用の弾力化とこれに係る事案の処理の迅速化等を回った．

昭和60年中に省令く道路運送
法施行規則）の改正を行う．一

昭和60年度中を目途に通運等
により実施する．

棟単色厚寄託的歓制度の導入に
ついては、行革一括法案における
倉庫業法の一部改正により指註す
る．法案が成立し、施行された接、
トランクルームサービスに係る標
準的敬を告示することとしている．

昭和60年6月20日付け通運
により実施満．
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［　　　 検　 討　 項　 目 貝　 休　 的　 捕　 定． 内 ・容 実踵スケジ ュール

4．その他

．0　定期航空運送事業の国内航空兵勒運質について、営業割引の運用を弾力的なもの
田内航空貸勒運賃の営業割引机度に隕し、航空企業の創恩工夫を最大限に活かし、 昭和6 0 年中に運用の弾力化を

とする．

○　利用航空運送事業の毘’窯l用航空持物運賃について、営業割引の運用を弾力的な

適時適切に向軌度を設定・‘変更・毅止しうるよう事跨地理の改善を国皐こととする．

昏内利用航空貨物運賃の営業割引利度に開し、利用航空運送企業の創意工夫を最大

図る．

由抑6 0 年中に運用の弾力化を

ものとする。

l

限に活かし．適時適切に同制度を設定・変更・廃止しうるよう事痛地理の改善等の措

置を削 寸する．

l

囲皐．


